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研究成果の概要（和文）：本研究では，2012年に行われた「高校生とその母親の意識に関する全国調査」の追跡
調査を2016年に行い，1,070世帯のうち778世帯からの回答を得た（回収率72.7%）．追跡調査では母親を対象と
しており，それによって子どもの進学情報や母親が抱く意識の情報そして家庭の社会経済的状況を把握する事が
可能となっている．分析では，有効回答者の偏り，希望進路と実際の進路との差異，高等教育進学後の中退の状
況などが確認された．そして，希望進路と実際の進路に関して，母親の希望や家庭の経済状況が影響を与えてい
ることが明らかになった．高校生の実際の進路を把握した調査は貴重なため，データアーカイブへと寄託を行
う．

研究成果の概要（英文）：This project conducted a follow-up survey of respondents (mothers) who 
responded to the Survey of High School Students and Mothers 2012. Of 1,070, 778 mothers answered the
 survey (response rate is 72.7%). In this survey, we collected information on educational attainment
 of the focused child, mother's attitude, socio-economic characteristics. Using the data, we 
analyzed the bias due to non-response, differences between educational expectation and actual 
educational attainment, and drop-out rates. We also examined the determinants of differences between
 expectation and attainment and found that mother's expectation and household income affects 
educational paths after high school graduation. The data will be deposited to the SSJDA.

研究分野： Sociology of Education
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１．研究開始当初の背景 
「社会階層と社会移動調査」（SSM 調査）な
どの社会調査からは，進学率が上昇した現在
においても，親の学歴や職業などの社会経済
的背景による教育達成の格差が長期的に維
持されていることが明らかにされており，学
術的にも政策的にもそのメカニズムの解明
が求められている．しかし社会経済的背景の
指標となる親の情報はあくまで成人対象者
の回答による回顧的なものであり，また教育
達成に大きな影響を与えると考えられる親
の収入や親の関わり，学校生活の様子，学校
在学時の意識の情報については回顧によっ
ても得ることは難しく，格差のメカニズムを
把握することが困難である． 
一方，高校生に対する調査では高校生の学

校生活についての豊富な情報を用いること
で，希望する進路，学力，学習時間などが親
の学歴や経済的状況によって異なることが
明らかにされてきた（尾嶋編，2001，『現代
高校生の計量社会学』．樋田他編，2000，『高
校生文化と進路形成の変容』など）．しかし
これらは基本的には学校を通じた調査であ
り，その卒業後の追跡調査が困難であるため，
高校生が実際に決定した進路についての情
報がない場合が多い． 
両者の欠点を補い，両者の長所をいかした

調査は，日本ではあまりみられないのが現状
である． 
 
２．研究の目的 
申請者らは 2012 年の 11 月～12 月に「高

校生と母親調査，2012」を行った．そこでは，
1,070 世帯（高校 2 年生と母親ペア）からの
有効回答が得られている．しかし，この調査
も高校 2 年生を対象とした 1 回限りの調査で
あったため，その後の決定進路が不明であり，
従来の高校生に対する調査と同様の問題が
あった． 
そこで，本研究はこの調査対象者（母親）

に対して，2016 年に追跡調査を実施した．
このようにして高校生の進路，母親の意識，
そして家庭の社会経済的状況を得ることに
よって，進路が決定する前の状況と実際に進
路を選択し，決定した後の状況を把握するこ
とができた． 
このように，本研究は，（1）学校在学中の

生活や意識，家庭の状況や親の関与を把握し
つつ最終的な決定進路の情報を得る方法を
示した上で，2012 年の調査で対象となった
世帯の母親に対して 2016 年に追跡調査を行
う．次に，（2）高校生の卒業後の進路情報を
捉えたパネルデータセットを構築し，2 時点
データの分析モデルを提示する．そして（3）
教育達成の社会経済的格差が生成されるメ
カニズムをパネルデータ分析から明らかに
する． 
 
３．研究の方法 
東京大学において研究会を開催すること

によって，追跡調査に用いる調査票（母親を
対象）を作成した．加えて，調査方法につい
ても検討を行った．そして業務を委託する調
査会社との打ち合わせを行った．研究プロジ
ェクトについては，東京大学社会科学研究所
の研究倫理審査委員会から承諾を得た． 
そして，2016 年 11 月から母親に対する郵

送調査を行った．データが回収され,納品さ
れたら（2017 年 2 月），直ちにクリーニング
とコーディング，補正プログラムの開発を行
った．そして，完成したパネルデータをもと
に分析を行った． 
 

４．研究成果 
本研究では，2012 年に行われた「高校生と

その母親の意識に関する全国調査」の追跡調
査を行った．まず 2016 年度に研究会を開催
し，調査票を確定した．そして，倫理審査委
員会の承諾を受けた後，2016 年 11 月より調
査を行い，1,070 世帯のうち 778 世帯からの
回答を得た（回収率 72.7%）．調査を行ってか
ら 4年間が経過しているが，回収率は十分高
いものといえるだろう． 
追跡調査では母親を対象としており，それ

によって子どもの進学情報や母親が抱く意
識の情報そして家庭の社会経済的状況を把
握することが可能となった． 
データの納品後，ベースとなる 2012 年の

調査データとマッチさせ，その上でクリーニ
ングおよびコーディングを行った．なお，一
部慎重な判断が必要なクリーニングやコー
ディングについては現在も進行中である． 
 
（1）回収の状況に関する分析 
基礎的なクリーニング後に，まず回収され

た世帯（回答のあった母親）についてどのよ
うな偏りがあるかを，2012 年の子ども，母親，
そして家族の情報との関連をみた分析から
検討する．分析に使用した変数は性別，高校
タイプ，子どもの高校 2年時の希望進路，母
親が子どもに希望する進路，母親学歴，父親
学歴，世帯年収，預貯金である．カイ二乗検
定から有意だったのは，母親が子どもに希望
する進路，父親学歴，世帯年収，預貯金であ
った．調整済み残差から有意（絶対値が 1.96
以上）だったのは，母親が子どもに希望する
進路が高校（－），母親学歴が高校（不明）（－），
父親学歴が中学（－），専門学校（＋），母子
家庭（－），世帯年収が欠損値（－），預貯金
（－）であった． 
この結果から，母親が子どもに希望する進

路が高校までであったり，母学歴や父学歴が
低い，そして母子家庭であったりと，家庭の
社会経済的状況が不利であると回収しにく
い傾向があることが示された．また，自由回
答や世帯収入・預貯金に回答しないと,回収
しにくい傾向や，高校生本人の状況（性別,
高校タイプ，進路希望）と回収は関連がない
ことが明らかになった． 
これら変数を用いて，回収されたか否かを



従属変数とした2項ロジスティック回帰分析
を行った結果，母親が子どもに希望する進路
が高校（－），父親学歴が中学（－），専門学
校（＋），母子家庭（－），世帯年収が欠損値
（－）であることが脱落を予測する上で重要
な要因であることが明らかになった． 
 
（2）ウェイトを用いた大学進学の規定要因
に関する基礎的分析 
このような未回収についての分析結果を

ふまえ，偏りを修正するウェイトについての
検討を行った．そしてウェイトを利用する前
後で結果の比較を行った．ここでの従属変数
は大学進学を 1，それ以外を 0 とした 2 項ロ
ジスティック回帰分析である．分析の結果，
ウェイトを用いる前とウェイトを用いたあ
とで結果はほとんど変化せず，大学進学に対
して，母学歴，父学歴，世帯収入，預貯金が
関連していることが明らかになった．世帯収
入や預貯金については従来の成人を対象と
した調査では尋ねることが困難であり，その
影響を推定することは困難であったが，本研
究ではこれら経済的資源の効果が高校生の
決定進路を予測する上で重要であることが
明らかになった． 
 

（3）希望進路と実際の進路の分布に関する
分析 
追跡データを用いた分析からは，第 1波に

おける進路希望の分布に対し，実際に進学し
た進路をみると，大学が少なく短大や専門学
校がやや多くなっていることが明らかにな
った．また短大や専門学校では中退者が多く，
特に後者は2年以上就学する割合が多いため，
同じ教育機関に進学した者の中でもその後
の進路の多様性が大きいことが明らかにさ
れた． 
 

（4）希望進路と実際の進路の差異に関する
規定要因の分析 
さらに，高校 2年当時の進路希望と実際の

進路を比較したとき，母親の希望や家庭の経
済状況（世帯収入）が高収入家庭は進学に，
低収入家庭は非進学というようにその変化
に有意な影響を及ぼしていた．進路希望の変
化と社会経済的な地位が関連しており，実際
の進路選択時の格差は，進路希望のそれ広が
るようになっているといえる．一般に豊かな
家庭では進学を希望する傾向が高いが，そう
でなくても，基本的には高い進学意欲を見せ
ている．しかし，いざ進学するとなったとき
に家庭の経済力が重要になってくるという
事実は，日本社会における教育達成の格差・
不平等の特徴を考える上で重要である． 
そして，このような進路希望と実際の到達

が異なること，加えてそれが社会経済的地位
と関連していることは，進路希望だけではな
く教育達成の情報を得ることが，教育の格
差・不平等を明らかにする上では必要不可欠
であることを意味する． 

（5）追跡調査の意義と課題 
もちろんこのような追跡調査は時間もコ

ストもかかる上に脱落の問題も生じる．しか
し，脱落については高校在学時の調査で得ら
れた豊富な情報を有効活用することで，その
特徴を明らかにすることが可能であるし，脱
落によって生じるバイアスを，傾向スコアな
どを利用することによっていくらか補正す
ることも可能である．なお，現在までの分析
では脱落による大きな影響はないことが明
らかになっているが，脱落メカニズムのより
詳細な検討をもとに，補正については様々な
方法を適用していくことが必要とされる．こ
のような実践を行った点で，本研究は今後の
教育調査の方法に対して重要な資料を提供
するものと考えられる． 
なお，データについては東京大学社会科学

研究所附属社会調査データアーカイブ研究
センターのSSJデータアーカイブに寄託する
予定であり，様々な分野の研究者によって広
く研究に利用されるようになるだろう．進路
決定の情報を含んだ本調査のデータは，今後
の若者の進路選択のメカニズムに関する
様々な領域（社会学だけではなく，教育学，
経済学，心理学など）の実証研究の発展に寄
与すると考えられる． 
また本調査のベースとなった 2012 年の調

査には，海外の調査で用いられた質問項目が
ある．例えばそれは，大学進学についての便
益，負担，成功の見込みに関する情報である．
しかし実際の海外の分析ではこれらの情報
が決定進路にどのような影響を与えている
のかについての分析が行われている．今回の
追跡調査によって，海外の調査研究と比較可
能なデータが揃ったことになる．データを寄
託予定のSSJデータアーカイブは海外の研究
者も利用可能であり，本データを利用するこ
とでアジア社会における教育選択のメカニ
ズムを明らかにする事が可能である． 
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